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調整力公募に向けた課題整理について

２０１８年 ５月１６日

調整力及び需給バランス評価等に関する委員会 事務局

第２８回調整力及び需給バランス
評価等に関する委員会 資料３



2２０１９年度分の検討スケジュール

※2020年度以降の調整力公募について検討
（需給調整市場に関する議論と連携をとりながら検討）

2019年度分
調整力の公募

事
業
者

一
般
送
配
電

本
委
員
会

2019年度分調整力の
公募に向けた電源Ⅰ
必要量等の検討

2018年度第１Ｑ

公募 契約手続き公募準備

※昨年度の公募スケジュールをもとに記載。
現在、今年度の公募スケジュールは一般送配電事業者にて検討中。一般送配電事業者の公募
スケジュールに合わせて、本委員会で審議を行えるように検討を進める予定。

必要量、
要件等の検討

審
議

審
議

審
議

2018年度第２Ｑ 2018年度第３Ｑ 2018年度第４Ｑ

審
議

本日



3本日の議論の対象

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

調整⼒公募（電源Ⅰ・電源Ⅱ・電源Ⅰ´）
現在の

調整⼒公募
継続

2023年度 2024年度 ・・・

需給調整市場

容量市場

2024年度から
kW価値の⽀払い

※エリア内で調達するものは公募
広域運⽤・調達されるものは市場により調達

 一般送配電事業者が、調整力をより効率的に調達・運用するための需給調整市場については、２０２１年度の創設
に向けて検討が進められている。

 需給調整市場創設までは、これまでと同様に調整力公募により一般送配電事業者は調整力を確保する必要がある。

 調整力公募により一般送配電事業者が確保する調整力について議論いただきたい。

メインオークション
（初回）

基本的な考え⽅等準⽤できる場合には準⽤する議論の対象



4（参考）需給調整市場の開始時期について

出所）第２０回制度検討作業部会（2018年3月23日） 資料５
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/020_05_00.pdf



5（参考）需給調整市場の開始時期（調整力公募の継続）について

出所）第２０回制度検討作業部会（2018年3月23日） 資料５
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/seido_kento/pdf/020_05_00.pdf



6（参考）２０２１年度以降の調整電源等の確保の仕組み

出所）第３回需給調整市場検討小委員会（2018年4月27日） 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html



7調整力の公募調達の概要

 一般送配電事業者が調整力公募により確保する電源Ⅰと電源Ⅱのうち電源Ⅰについては必要量を明示して
募集し、一般送配電事業者の専用電源としてkW価格を支払い、契約を行うものである。

 電源Ⅰ：一般送配電事業者の専用電源として、常時確保する電源等

 電源Ⅱ：小売電気事業者の供給力等と一般送配電事業者の調整力の相乗りとなる電源等

出所）第２３回制度設計専門会合（2017年10月26日） 資料４
http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/023_04_00.pdf
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（空白）



9実需給断面で必要となる上げ調整力の考え方

電源Ⅱ＋電源Ⅲ

残余需要実績

残余需要予測誤差＋時間内変動

調整力で対応

 実需給断面においては、各種計画値からの各種予測誤差や変動などに対応できるだけの調整力を確保する
必要がある。

 対応する変動要因はこれまで整理してきたとおり、「需要に関するもの」、「電源脱落に関するもの」、「再エネ
出力変動に関するもの」とし、以下の変動要因に対応できる調整力をエリア内で確保することを基本として、
上げ調整力必要量を算定する。

 予測誤差 ： 需要予測誤差、再エネ出力予測誤差 ⇒ 残余需要予測誤差

 変動 ： 需要変動、再エネ出力変動 ⇒ 残余需要の時間内変動
電源脱落 ⇒ 電源脱落（直後）

残余需要予測値
＝（需要予測値－再エネ予測値）

2018年度（平成30年度）向け調整力公募にかかる必要量等の
検討結果について（2017年9月13日）



10（参考）実需給断面において対応すべき各変動要因イメージ

 「需要予測誤差」と「再エネ出力予測誤差」は「残余需要の予測誤差」として算出。

 「需要変動」と「再エネ出力変動」は「残余需要の時間内変動」として算出。

出所）第７回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2016年9月26日） 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2016/chousei_jukyu_07_haifu.html



11（現状）調整力電源の運用

出所）制度設計専門会合（第１８回） 資料３ http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/018_03_00.pdf

（ＧＣ前）
 一般送配電事業者は、週間断面から必要な調整力を算出の上、発電BG計画に対し、電源Ⅰ・Ⅱの中から電力量

（kWh）価格により発電機の追加等を必要に応じて決定し、必要となる調整力電源を実需給時点で調整力を提供できる
状態にする。なお、電源Ⅰ・Ⅱの追加にあたっては、準備するための起動・停止費用や増分燃料費、熱効率低下影響
など費用を要する場合がある（待機費用（機会損失）の発生）。

（ＧＣ後）
 一般送配電事業者は、時間内変動や予測誤差、電源脱落など、発電・小売電気事業者の計画と実績の差分に対して、

事前に確保した調整力（電源Ⅰ・電源Ⅱ余力）を活用して調整する。

第１回需給調整市場検討小委員会（2018年2月23日） 資料４



12（参考）電源Ⅱの確保の形態

電源Ⅱ （「一般送配電事業者が行う調整力の公募調達に係る考え方」から引用）

 小売電気事業者の供給力等と一般送配電事業者の調整力の相乗りとなる電源等。

 原則として小売電気事業者が小売供給用の供給力として確保する電源等ではあるが、ゲートクローズ後に余力
がある場合には、一般送配電事業者が上げ・下げの調整力として活用する電源等。

 一般送配電事業者からの指令を受け、電力量（kWh）価格で電力量（kWh）ベースの精算を行う。

電源Ⅱの運用要件（東京電力ＰＧ「電源Ⅱ調整力募集要項」から引用）

 求めに応じて契約設備等の発電計画値（DRを活用した契約者の場合は、需要家ごとの内訳を含む）や発電可
能電力、発電可能電力量および定期検査計画や補修計画、その他運用制約等を提出していただきます。

 ゲートクローズ（以下「GC」）後、調整力の提供を求めた場合、特別な事情がある場合を除いて、これに応じてい
ただきます。

 また、調整力を必要とする場合は、GC前であっても可能な限り並解列等の指令に従っていただきます。なお、こ
の場合も、約款にもとづき提出される、発電バランシンググループの計画値に制約をおよぼさないものといたし
ます。



13電源Ⅰ必要量の検討のための観点

電源Ⅰ必要量の
検討

論点１：供給予備力確保との関係

論点２：実需給断面で必要となる調整力との
関係

 電源Ⅰ必要量は、これまでも「供給予備力確保の観点」と「実需給断面での必要となる調整力の観点」からご
議論いただいてきた。

 改めて、調整力公募における電源Ⅰ必要量の検討にあたってご議論いただきたい。
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出所）第３回再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（2018年2月22日） 資料２
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/saiseikanou_jisedai/pdf/003_02_00.pdf

（参考）再エネ大量導入・次世代電力ネットワークの課題



15（論点１）電源Ⅰ必要量と供給予備力確保との関係

 一般送配電事業者が実需給断面で周波数制御・需給バランス調整を行い、電力品質を維持するためには、供給力
や調整力を提供する電源等が電力系統内に存在することが必要ではないか。

 しかしながら、供給計画取りまとめにおいて、昨年度は東京・中部・関西エリアで予備率が８％を下回る年度があっ
たが、本年度はその他のエリアでも同様に予備率が８％下回る傾向が見られ、この傾向が今後も進む可能性がある
のではないか。

 そのため、電源Ⅰ必要量を検討するにあたって、「必要供給予備力の量（Ａ）」と「実需給断面で必要となる上げ調整
力の量（Ｂ）」 を比較して、（A)＞（B)となった場合に、電源Ⅰとして 「実需給断面で必要となる上げ調整力の量（Ｂ）」
のみを確保すると、その分だけさらに予備率が低下する懸念があるが、どう考えるか。

上げ調整力
必要量

実需給断面で必要
となる上げ調整力

（Ｂ）※

偶発的需給変動対応
の必要供給予備力

必要供給
予備力の量

（Ａ）

（Ａ）＜（Ｂ）

上げ調整力
必要量

偶発的需給変動対応
の必要供給予備力

（Ａ）＞（Ｂ）

電源
Ⅰ

電源
Ⅰ

※実需給断面で必要となる上げ調整力
の考え方は論点２で議論

「実需給断面で必要とな
る上げ調整力（Ｂ）※」

を確保

「必要供給予備力の量
（Ａ）」と電源Ⅰの関係を
どう考えるか



16（参考）電源Ⅰ必要量の基本的な考え方について

上げ調整力
必要量

実需給断面で必要
となる上げ調整力

（Ｂ）

偶発的需給変動対応
の必要供給予備力

必要供給
予備力の量

（Ａ）

 電源Ⅰについては、供給信頼度を一定以上に保つために必要な供給予備力（偶発的需給変動対応の必要供
給予備力）として確保する考え方と、実需給断面で必要となる調整力を確保する考え方があり、２０１６年度の
調整力公募における電源Ⅰ必要量を決めるに当たって議論いただいた。

 ２０１７年度の調整力公募においても、前年度の考え方を踏まえ、電源Ⅰは実需給断面で必要となる調整力と
して確保するものと考え、電源Ⅰ必要量は実需給断面で必要となる上げ調整力（Ｂ）を算定して判断することと
したい。

 なお、必要供給予備力の量（Ａ）との大小関係において、（Ａ）＞（Ｂ）の場合、供給計画取りまとめ等の結果とし
て必要な予備力（「Ａ－Ｂ」の予備力など）が確保できていない場合には電源入札等（廃止電源の維持を含む）
により対応することを前提に、電源Ⅰ必要量においては予備力確保の観点は特段考慮しないこととし、「電源
Ⅰ＝Ｂ」とする（第７回委員会で提案した基本的な考え方と同じ） 。

※ 「Ａ－Ｂ」の量が予備力として不要なのではなく、実需給断面で一般送配電事業者が調整力として活用できる（発電機が
並列されているなど３０分コマ内で応動できる）状態の電源等を確保しておく必要がない。

供給計画取りまとめ等の結果と
して予備力が不足する場合、電
源入札等により対応することを
前提に電源Ⅰでは考慮しない

電源Ⅰ必要量の
判断基準とする

（Ａ）＞（Ｂ） （Ａ）＜（Ｂ）

2018年度（平成30年度）向け調整力公募にかかる必要量等の
検討結果について（2017年9月13日）



17（参考）平成３０年度供給計画取りまとめにおいて抽出された現状の課題

出所）平成３０年度供給計画の取りまとめ（2018年3月30日） 2017年度第５回評議員会資料
https://www.occto.or.jp/kyoukei/torimatome/20180330_kyokyukeikaku_torimatome.html



18（参考）必要供給予備力のイメージ

※【 】内の数字は供給予備力必要量の検討において見直しを検討している数字

最大3日
平均電力

(H3)

必要供給
予備力

【8～10%】

H3需要の【108～110%】

想定需要 供給力

偶発的需給変動対応
【7%】

持続的需要変動対応
【1～3%】

出所）調整力及び需給バランス評価等に関する委員会平成２８年度（２０１６年度）取りまとめ （2017年4月5日）
https://www.occto.or.jp/houkokusho/2017/chousei_jukyu_2016nendotorimatome.html



19（参考）需給バランス評価（長期：２０１８～２０２７年度）８月１７時の予備率

出所）平成３０年度供給計画の取りまとめ（2018年3月30日） 2017年度第５回評議員会資料
https://www.occto.or.jp/kyoukei/torimatome/20180330_kyokyukeikaku_torimatome.html



20（参考）需給バランス評価（長期：２０１８～２０２７年度）１月１８時の予備率

出所）平成３０年度供給計画の取りまとめ（2018年3月30日） 2017年度第５回評議員会資料
https://www.occto.or.jp/kyoukei/torimatome/20180330_kyokyukeikaku_torimatome.html



21（論点２）実需給断面で必要となる調整力との関係
－昨年度の電源Ⅰ必要量の前提－

出所）2018年度（平成30年度）向け調整力公募にかかる必要量等の検討結果について（2017年9月13日）
https://www.occto.or.jp/houkokusho/2017/2018_chouseiryoku_hitsuyouryou.html

 現在、実需給断面においては、年初段階で確保した電源Ⅰとゲートクローズ（ＧＣ）後の電源Ⅱ余力を活用して対応
する仕組みである。

 昨年度公募した電源Ⅰ必要量の検討においては、残余需要が高い時間帯を電源Ⅱに期待できない時間帯として評
価し、当該時間帯に必要となる量を電源Ⅰ必要量として算定した。



22（論点２）実需給断面で必要となる調整力との関係
－残余需要ピーク以外の時間帯に期待する電源Ⅱ余力－

電源Ⅱ＋電源Ⅲ

残余需要実績

残余需要予測誤差＋時間内変動

残余需要予測値
＝（需要予測値－再エネ予測値）

調整力で対応

G1 G2 G3 G4 G5

残余需要が高い時間帯の
電源Ⅱの発電計画

G1 G2 G3 G4 G5

残余需要が低い時間帯の
電源Ⅱの発電計画

残余需要に応じて計画値が小さく
なり、電源Ⅱ余力が生じ易い。

０

発電計画

電源Ⅱ余力

 日々の残余需要ピークに対応できるだけの電源を小売電気事業者が確保していることを前提とすると、残余需要が
高い時間帯以外は、残余需要が低くなることに応じて発電計画も小さくなり、その量に応じた電源Ⅱ余力が生じるの
で、電源Ⅱ余力に期待できるとしていた。

0時 24時

･･･ ･･･

１日



23（論点２）実需給断面で必要となる調整力との関係
－電源Ⅱの小売電気事業者と一般送配電事業者の共用について－

電源
Ⅱ

電源
Ⅲ

電源
Ⅰ

電源
Ⅱ

電源
Ⅲ

電源
Ⅰ

実需給断面で
は余力に期待

一般送配電事業者
が確保

小売電気事業者
が確保

運用設備の確保

 しかしながら、今冬の東京エリアにおける需給ひっ迫の状況を踏まえると、現状の仕組みのままでは一般送配電事
業者が活用できる電源Ⅱ余力が不足し、実需給断面で必要な調整力を十分に確保できないことがあり得ることを示
しているのではないか。

 需給ひっ迫が発生または発生するおそれがあり、需給状況を改善する必要がある時には、融通指示を行う仕組み
があるが、需給状況の急変等に伴うやむを得ない措置として扱い、頻発するような状況は避けるべきではないか。

 融通指示を行った場合には、時間前市場を停止せざるを得ず、融通が頻発すれば市場参加者へ大きな影響を与
えることは不可避であり、小売電気事業者がインバランスを減少させるための調達機会を失うことになる。

 今冬の融通指示においては、他エリアに電源Ⅰ及び電源Ⅱに余力があったため広域融通が可能であったが、今後
必ずしも他エリアに余力があるとは限らないのではないか。

電源
Ⅱ

電源
Ⅲ

電源
Ⅰ

運用（需給ひっ迫）

実需給断面で余力が
不足（一般送配電事業
者が活用できない）
→需給バランスが維持
できない
→融通指示



24（論点２）実需給断面で必要となる調整力との関係
－必要な調整力の確保について－

 また、需要が高くない日であっても、例えば、九州エリアでは再エネの出力予測誤差など電源Ⅰで対応できる量を超
えた変動が生じているのではないか。

 これらの観点から、一般送配電事業者がより確実かつ適切に必要な調整力をあらかじめ確保できる方策を検討して
はどうか。

 電源Ⅱの事前予約をしているエリアもあるが、電力・ガス取引監視等委員会から正当性についてモニタリングが必要
との指摘があったこと、本委員会でも「公正な競争という観点から見るとグレー」との指摘があったことを踏まえ、需
給調整市場が創設される前でも透明性を確保して確実に調整力を調達できる方策を検討してはどうか。

 これは「実需給時点で時間帯毎に必要な能力を持った電源等を、出力を調整できる状態であらかじめ確保」するもの
であり、需給調整市場でΔkWを調達することそのものと言えるのではないか。

 ２０２１年に需給調整市場で三次調整力②の広域調達・運用が開始されれば、このような考え方で調達されていくこ
とから、上記の方策はほとんど置き換えられることは自明ではないか。

 一般送配電事業者が必要とする調整力の追加が見込まれるのはFIT特例制度による再エネの予測誤差によるも
のが大半であり、三次調整力②で対応できることによる。

第２７回調整⼒及び需給バランス評価等に関する委員会（2018年4⽉12⽇）議事録 抜粋

電源Ⅱを事前予約しておくことは、公正な競争という観点から⾒るとかなりグレーだと⾔う⼈は多く、電⼒・ガス取引監視等委員会は決め
つけてはいないと考えるが、相当に関⼼を持っているのではないか。 （松村委員）



25（参考）厳しい需給状況の要因

出所）第８回電力・ガス基本政策小委員会（2018年3月12日） 資料５
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/pdf/008_05_00.pdf



26（参考）東京エリア需給状況おける分析の総括①

出所）第２７回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2018年4月12日） 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2018/chousei_jukyu_27_haifu.html



27（参考）東京エリア需給状況おける分析の総括②

出所）第２７回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2018年4月12日） 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2018/chousei_jukyu_27_haifu.html



28（参考）東京エリア需給状況おける分析の総括③

出所）第２７回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2018年4月12日） 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2018/chousei_jukyu_27_haifu.html



29（参考）今回の広域融通が市場に与えた影響：融通元の動き

出所）第２８回制度設計専門会合（2018年3月29日） 資料６
http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/028_06_00.pdf



30（参考）今回の広域融通が市場に与えた影響：連系線

出所）第２８回制度設計専門会合（2018年3月29日） 資料６
http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/028_06_00.pdf



31（参考）需給状況悪化時等の１時間前取引の取扱い

（需給状況悪化時等の１時間前取引の取扱い）

第１２３条の２ 本機関は、電力系統に重大な故障が発生している場合又は需給状況が悪化し若しくは悪化する
おそれがある場合には、１時間前取引の送電可否判定の照会を受け付けないことができる。但し、この場合に
は、本機関は、託送供給契約者、発電契約者及び需要抑制契約者に対して、事前又は事後速やかにその旨を
周知又は説明する。

出所）電力広域的運営推進機関 業務規程（間接オークション導入後）
https://www.occto.or.jp/article/index.html



32（参考）電源Ⅱの事前予約について

出所）第２５回制度設計専門会合（2017年12月26日） 資料５
http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/025_05_00.pdf



33(参考）需給調整市場で調達するΔkWについて

出所）第２回需給調整市場検討小委員会（2018年3月30日） 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2017/2017_jukyuchousei_02_haifu.html



34

出所）第３回需給調整市場検討小委員会（2018年4月27日） 資料２
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/jukyuchousei/2018/2018_jukyuchousei_03_haifu.html

（参考）三次調整力②の調達について（２０２１年度以降）



35（論点２）実需給断面で必要となる調整力との関係
－実需給断面からの電源Ⅰ必要量検討の進め方－

以上の点を踏まえ、以下のような観点から現状を見直す案を提示し、見直すことの是非を含め、検討を進めてい
くことでどうか。

 仮に、電源Ⅰで対応できる量を超える変動に対して、より確実に調整力を確保できるよう何らかの対策を
講じれば、電源Ⅰ以外で調整力として使える電源等にも一定の期待をしつつ、電源Ⅰを確保すれば良い
のではないか。その対策として、例えば、需給調整市場が創設される前であっても、透明性を確保しつつ、
調整力を事前調達する仕組みを検討してはどうか。

 仮に、全ての時間帯で電源Ⅰ以外には期待できないとした場合、実需給段階で上げ調整力として年間で
必要な量に対応できるだけの電源Ⅰを確保することを検討してはどうか。例えば、年間で最も必要な量が
多い再エネの変動が大きくなりやすい昼間帯でも対応できるだけの電源Ⅰを確保することを検討してはど
うか。



36（参考）九州エリア（２０１７年４月～２０１８年３月）
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37（参考）東京エリア（２０１７年４月～２０１８年３月）
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38（参考）統計処理について

出所）第６回調整力及び需給バランス評価等に関する委員会（2016年9月1日） 資料４
https://www.occto.or.jp/iinkai/chouseiryoku/2016/chousei_jukyu_06_haifu.html



39（論点２）実需給断面で必要となる調整力との関係
－再エネ予測変動分の調整方法－

出所）第８回電力・ガス基本政策小委員会（2018年3月12日） 資料６
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/pdf/008_06_00.pdf

 現在、ＦＩＴ特例制度①の適用を受けた再エネの予測変動分の調整方法については、国において議論されているとこ
ろであり、これを含め調整の役割分担が変われば、一般送配電事業者が必要とする調整力の量は変わり得る。

 一般送配電事業者が必要とする調整力の量は、国の議論に注視しつつ検討することが必要である。



40（参考）ＦＩＴインバランス特例①の運用スケジュール

出所）第８回電力・ガス基本政策小委員会（2018年3月12日） 資料６
http://www.meti.go.jp/committee/sougouenergy/denryoku_gas/denryoku_gas_kihon/pdf/008_06_00.pdf



41（論点２）実需給断面で必要となる調整力との関係
－電源Ⅰと旧一般電気事業者（小売部門）９社の予備力水準との関係－

出所）第２５回制度設計専門会合（2017年12月26日） 資料５
http://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_system/pdf/025_05_00.pdf

 一般送配電事業者が確保する上げ調整力を検討する上では、ＧＣ時点における小売電気事業者の予備力の水準を
考慮することも考えられるのではないかとの議論があったが、旧一般電気事業者（小売部門）の予備力水準につい
ては、ＧＣ時点で原則０％とする行動計画が示されていることから、これを前提として電源Ⅰ必要量の検討を行うこと
とする。



42

（空白）


